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我が国では、急速に進む少⼦⾼齢化、それに伴う⽣
産年齢⼈⼝の減少が⼤きな課題となっています。加え
て、東京⼀極集中の傾向が継続し、地⽅では⼈⼝減少
や過疎化は特に深刻な状況となっていることから、政
府は、この課題の克服に向けて、家庭、職場、地域な
どのあらゆる場において誰もが活躍でき、それぞれの
地域が資源・地場産品・景観等の特性を発揮しながら、
持続可能な形で発展する社会の実現を⽬指しています。
本市の場合、国や県よりも早い昭和30年の国勢調査

⼈⼝81,257⼈（旧５市町村合計⼈⼝）をピークに減少に転じています。現在、減少スピードは
緩やかになったものの、依然として⼈⼝は減少傾向にあること、加えて、⾼校卒業後の進学や
就職等による若者世代の市外への転出が⽣産年齢⼈⼝の減少や、少⼦⾼齢化の⼀因となってい
ることなどから、本市においても⼈⼝減少問題を最重要課題として位置付けています。
本市では、この課題を克服し、さらに元気で豊かな喜多⽅市を持続していくことが重要であ

ると考え、⽬指すべき将来像として「⼒強い産業 ⼈が輝く 活⼒満ちる安⼼・快適なまち」
を掲げ、地域資源や特性を⼀体的に活かした各種産業の活性化を図るとともに、雇⽤の機会の
創出と若者の定着化を促進し、市⺠が安⼼して⽣き⽣きと暮らすことができる地域社会の実現
に向けて各種施策に取り組んできました。
そのような中で、社会において⾃⽴し活躍するには、就労を通して経済的な基盤を築くこと

が⼤きな要素となります。⼀⽅で、就労は単に収⼊を得るための⼿段というだけではなく、そ
の⼈と社会をつなぎ、⾃⼰実現を図るためのものでもあることから、「就労（働き⽅）」は
「⽣活（暮らし⽅）」そのものであると考えました。
このような基本的な考え⽅から、産業建設常任委員会では、若者が「暮らし続けられるこ

と」は「働き続けられること」であると捉え、「若者が働き続けられる環境づくり」を政策課
題としたところです。

はじめに
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１ 本市の状況
わが国全体として⼈⼝減少になる中、本市

においても⼈⼝は男⼥ともに依然として減少
の⼀途をたどっています。年齢３区分別の⼈
⼝では、⽣産年齢⼈⼝（15 歳〜64 歳）及び
年少⼈⼝（0 歳〜14 歳）は減少していますが、
⽼年⼈⼝（65 歳以上）は増加しており、年少
⼈⼝と⽼年⼈⼝の差は広がり続けています。
⼀⽅で、年齢別の⼈⼝動態を⾒ると、10代

後半（特に18歳から19歳になる年齢）から20
代前半による⼈⼝減少が男⼥ともに多く、年
々この流出は⼤きくなっています。
しかし、近年の⼈⼝変化率を⾒ると、20代

から30代のいわゆる若者世代の⼈⼝流出が解
消され、逆に⼈⼝流⼊の様⼦が⾒られています。
これは、市が企業誘致や産業振興に⼒を⼊れて取り組んだことにより、新規企業の⽴地や既

存企業等の事業規模拡⼤が図られ、雇⽤環境が⽣み出されたことが⼀因であると市では考えて
います。

２ 各団体における若者の就労状況と若者に対する認識
若者世代の⼈⼝流⼊の傾向が⾒られたため、今後は、若者世代が市内で暮らし続けられるこ

と、働き続けられることが重要です。
本常任委員会では、産業建設部⾨の所管団体である商⼯業や建設業の関係団体と「若者が働

き続けられる環境づくり」をテーマに設定し、若者の就労状況などについて意⾒交換を実施し、
参加者から事業主の観点や市⺠視点により様々な意⾒をいただきました。
市内各事業所の現状としては、若者の⼈⼝⾃体が減少しているため、どの業種でも若者の獲

得には苦慮していること、また、雇⽤しても短い期間で離職されるケースがあることなど、若
者の獲得だけでなく、定着にも苦労していることの意⾒が多く出されました。
若者に対する認識について出された意⾒としては、近頃の若者が賃⾦よりも休みを重要視し

ていることや、昇進意欲がなくなってきていることなど、「事業主世代との仕事に対する考え

Ⅰ 若者就労者をめぐる状況について
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⽅の違いがある」ことが複数ありました。
そして、若者に対する認識について意⾒で最も多かった意⾒が、「ワーク・ライフ・バラン

ス」の重要性でした。当然、⽣活と仕事を調和させることで相乗効果や好循環を⽣み出す
「ワーク・ライフ・バランス」は、若者就労者に限らず、全ての就労者においても重要である
と考えますが、特に近年の若者は「ワーク・ライフ・バランス」を就労において重要視してい
るとの認識が多くの参加者から挙げられました。
このほかにも、業種特有の労働環境が離職原因であると考えていることなどが意⾒として出

されました。

３ 意⾒交換における課題の抽出
関係団体との意⾒交換会において多様な意⾒をいただきました。 本常任委員会では、これ

らの意⾒交換会において出された意⾒を整理し、課題の抽出を⾏いました。

≪主な意⾒≫
・ 以前は募集したら５⼈、10⼈と来たが、募集をしても、いまだかつてないような状況で
⾮常に⼾惑っている。事務員すら集まらない状況が現実に起きてきている。

・ 今の若者の価値観は、「賃⾦」よりも「休み」が重要。⼟曜⽇・⽇曜⽇は休み、いわゆ
るワーク・ライフ・バランスをきっちりとることである。

・ 今の若者は昇進意欲が⾒られない。昇進し役付けをされて、⾃分の時間を取られたくな
い。給料は上がらなくても、「⾃分の⽀給された範囲内で⽣活するから問題ない」という
ような状況である。

・ 中学１・２年⽣は、市内の各事業者にインターンシップで来ているが、肝⼼の⾼校⽣の
インターシップは現実に起きてないような気がする。

・ 親御さんも含めて地元の企業のことをあまりよくわかっていらっしゃらない⽅が多いと
感じる。⾼校の就職担当の先⽣⽅も地元企業より⾃分たちが過去に⽣徒を送り込んだ実績
のあるところと密な関係を持っているとか、そういうことがあると感じる。

・ こちらに戻ってくると、例えば、消防に⼊らなければいけないとか、体育協会の役を何
かやらなければいけないとか、我々はそういうのが当たり前だと思って⽣きてきたけれど
も、今の若者はそうではない。親もそのようなことを息⼦たちにさせるのはかわいそうだ
からということで地元に呼ばないという親も増えている。

※ その他の意⾒については、別添資料に記載しているとおり。

3



（課題１）各事業所におけるワーク・ライフ・バランスの推進
各団体との意⾒交換で共通していたことは、今の若者が

どの業種においても「ワーク・ライフ・バランス」を重要
視していることでした。
現在、市でも⼦育て世代の負担を軽減するため、男⼥ともに育児・介護休業や有給休暇を⼗

分取得できるような職場環境づくりに取り組む事業所を⽀援しており、また、「ワーク・ライ
フ・バランス推進事業所認証制度」により、仕事と家庭の両⽴に配慮し、男⼥ともに働きやす
い職場環境づくりに積極的に取り組む市内事業所を認証し、公表しています。
現在、認証を受けている事業所は３事業所であるため、これらの事業をより⼀層推進し、若

者に対して⽰していくことが重要です。

（課題２）若者就労者の求める就労ニーズの把握
若者就労者がいない事業所では、担い⼿となる若者就労者を求めているものの、若者就労者

がどのような業種や労働条件を求めているのか知ることができていません。

（課題３）市内事業所の取組の周知
各事業所では、若者就労者の定着に向け、様々な取組を実施しており、実際に効果を上げて

いる事例もありますが、就職を控えている学⽣などに事業所の取組事例は伝わっていません。
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本常任委員会が意⾒交換をした中で感じた本市の課題について、今後、市が若者が働き続け
られる環境づくりのために各種施策を進めるにあたり、その⽅向性として、次のとおり提⾔し
ます。

１ 中⼩企業及び⼩規模企業を振興する条例の制定
若者が本市で働き続けるためには、本市の経済が活性化していることが重要です。
本市では事業所の99.8％が中⼩企業であり、そのうち91.4％が⼩規模企業です。本市の経済

を活性化するためには、地域経済を⽀えている中⼩企業・⼩規模企業が持続的に発展していく
ことが望まれることから、中⼩企業及び⼩規模企業を振興する条例の制定について、既存の
「喜多⽅市中⼩企業振興条例」の整理も含め検討すること。

２ 学校・事業所等と連携した取組の展開
本市には、喜多⽅⾼等学校、喜多⽅東⾼等学校、喜多⽅桐桜⾼等学校、耶⿇農業⾼等学校の

４つの⾼等学校と福島県⽴テクノアカデミー会津といった職業能⼒開発校・短期⼤学校があり
ますが、意⾒交換において、「地元企業に対する市内学⽣の認識が低い」ことの意⾒が多くあ
りました。
このことから、市内の⾼校⽣をはじめ、本市学⽣の地元就職を促すために、市は市内学校

（特に⾼等学校）と事業所、農業法⼈や関係団体と連携をし、地元企業等のPRやマッチングの
機会を設けること。

３ 若者の意⾒・ニーズを把握するための調査の実施
定期的に市内⾼等学校の⽣徒や事業所に勤める若者就労者などに就労に関するニーズ等の調

査を実施し、施策のエビデンスとするとともに、市内事業所や関係団体と認識を共有すること
で的確な施策の展開につなげること。

Ⅱ 本市が取り組むべき施策の⽅向性
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本常任委員会では、「若者が働き続けられる環境づくり」の調査研究に当たり、広く市⺠の
皆様から意⾒を伺い、本市の実態を把握し、課題の抽出を⾏い、本市の施策の⽅向性について
委員会内で協議をしてまいりました。
結論として、若者が本市内で働くためには、若者が就労において求める「ワーク・ライフ・

バランス」を企業が充実させていくことである考えます。市で実施している「喜多⽅市ワー
ク・ライフ・バランス推進⽀援制度」をより多くの企業に活⽤していただき、各企業が仕事と
家庭の両⽴に配慮した男⼥ともに働きやすい職場環境であることを、市が広く若者にＰＲする
ことが、若者の市内企業への就労のきっかけになると考えます。
その上で、企業の持続的な成⻑発展は不可⽋です。本市内の企業の⼤部分を占める中⼩企

業・⼩規模企業は、様々な改善の⼯夫を凝らし、経営基盤の強化や企業間の連携を図り、中⼩
企業・⼩規模企業の振興を進めていくことが必要です。そのためにも、市は、市や中⼩企業・
⼩規模企業、市⺠等の役割を明確化し、⽰す必要があると考えます。
また、すでに実施されている個々の⽀援策には、有効性を⾼めるための改善余地が存在して

いると考えます。例えば、市内の⾼等学校から就職への移⾏においては、⾼等学校と関係団体
との連携のあり⽅に⾒直しの余地があり、新卒者や学卒未就職者と中⼩企業・⼩規模企業の
マッチングに係る仕組みを設けることが、その⼀つであると考えます。
今般の新型コロナウイルス感染症により、地⽅での⽣活が⾒直されている今だからこそ、本

常任委員会が⽰した政策の⽅向性を雇⽤・労働政策をはじめ、さまざまな事業の検証材料の⼀
つにしていただき、本市の施策が「喜多⽅に⽣まれて良かった、住んで良かった」というもの
になることを期待します。

おわりに
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１ 政策課題に係る取組経過

２ 意⾒交換会において出された意⾒

・ ⼀番の原因は、やっぱり賃⾦だと思う。あとは、⼯場の中で働く会社勤めと、外で
働く⽅の年収が同じでは、やっぱりはっきり⾔って外で働く⽅には来ない。⽚⽅は建
物の中にいてエアコンも効いているし、こちらはエアコンも何もなしで汗はだらだら
かく。

・ うちの場合は結構若い⼈がいると思う。資格などを取らせて、どんどんそういう環
境の中で責任を持たせていくというのが⼀つなのかなと思う。ただの労働者というだ
けではなくて、そういうふうにするのも⼀つかなと考える。
・ 経営者の考え⽅をちょっと考えないとだめかなと思っている。
・ ⼟⽇祝⽇に「ちょっと仕事が⼊ったから、やってくれないか」と⾔うと、「休んだほう
がいいです」と。「給料もきちんと出すから」と⾔っても「休んだ⽅がいいです」と。
「残業して、ここを⽚付けて」と⾔えば、「明⽇やります」みたいなことが現状。

（付録）

年⽉⽇ 調査・協議等の内容
令和元年５⽉24⽇ 【政策課題に係る協議①】/庁舎内

政策課題の決定
令和元年８⽉３⽇ 【若者が働き続けられる環境づくりに関する意⾒交換会①】/庁舎内

喜多⽅市建設業組合様
令和元年９⽉25⽇ 【若者が働き続けられる環境づくりに関する意⾒交換会②】/庁舎内

喜多⽅市管⼯事協同組合様
令和元年11⽉６⽇ 【政策課題に係る協議②】/庁舎内

調査等の整理と今後の進め⽅について
令和３年１⽉20⽇ 【若者が働き続けられる環境づくりに関する意⾒交換会③】/庁舎内

きたかた商⼯会様
令和３年２⽉１⽇ 【若者が働き続けられる環境づくりに関する意⾒交換会④】/庁舎内

会津喜多⽅商⼯会議所様
令和３年２⽉12⽇ 【政策課題に係る協議③】/庁舎内

調査報告書に係る協議
令和３年２⽉17⽇ 【政策課題に係る協議④】/庁舎内

調査報告書に係る協議・決定
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・ 定着するには休⽇の付与や固定給を上げる対応が必要。
・ ⾏政には、地元企業の紹介ということで、チラシや広報等により新卒者にＰＲしてほしい。
また、企業が新卒者に対してアピールできる場⾯が欲しい。
・ ワーク・ライフ・バランスといった形で認定されている会社もあると思う。市の広
報に事業者の紹介が載ることがあると思うが、そういった場で、若者が勤務されてい
るところが、どういった取組をしているのか、いい取組事例を紹介するような場や、
認定制度の紹介があってもいいのではないかと思う。
・ 企業側とすれば、逆に喜多⽅市の新卒者がどのような業種や労働条件を求めている
のかを知ることができる情報が欲しい。市から学校側にアンケート調査として学⽣が
求める労働条件や地元企業に求めているものを調査してほしい。
・ 若者を⻑期間従業員として企業に定着させるには、企業⾃体も業界特有の常識に縛
られない勤務体制の改⾰により、働きやすい環境を整えていくことが必要。
・ 給与に関しても、都⼼部までとはいかないまでも、喜多⽅市の平均所得に縛られな
い給与を提⽰できるようにすることも必要。
・ 特に若い社員⼀⼈⼀⼈がキャリアデザインを描くことができるような仕組みをつく
ることが必要。
・ 仕事があるときだけの採⽤になってしまって、通年では雇⽤できないので、交流⼈
⼝を増やしていただきたい。
・ 市を中⼼に、⾼校卒業⽣を対象とした全体の企業紹介を企画されてはいかがか。企
業はそれを望んでいる。市からの企画提案があって、関係団体がそれに協⼒するとい
うような形で開催してはどうか。
・ 市で取り組まれていると思うが、⼦育て世代の負担軽減や、育児・介護休業や有給
休暇を⼗分取得できるような職場環境づくりの⽀援。それと、ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進というような制度を、本格的に設けて、広報でもって積極的に周知すると
か、事業所としての取組を加速させる仕組み作り、こういったことも⼤事ではないか
と考えている。
・ ⼩規模企業は、地域の特⾊を⽣かした事業活動を⾏い、地域の雇⽤を担い、地域経
済を⽀える重要な存在である。⼩規模企業がその活⼒を最⼤限に発揮して事業を継続
し、地域を⽀え、地域経済の好循環を継続することが必要不可⽋である。
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・ ⾼校⽣のインターンシップの充実というのを、ある程度強制⼒を持たせるような形
でできるかどうかわからないが、市内の各事業所でインターンシップを経験していた
だくというようなことがあると、「市内にもこういう事業所があるのか」というよう
なことを⾒出すきっかけにもなるのではないのか。
・ 「インターンシップに来てみてください」とお願いするだけではダメ。⾼校の先⽣
⽅が「この期間はインターシップだから、皆さん必ずどこかに⾏ってください」とい
うような、そういう仕組みづくりをしないといけない。
現実はどのようなことが起きているかというと、喜多⽅プラザで、いわゆる事業所

の説明会があって、就職に向けてということで出展すると、ほとんど⽣徒が⾒られな
い。現実はそのような状況なので、先⽣⽅の意⾒や、その仕組みづくり、そういうも
のが現実的には必要になってくるのかなということを感じている。
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